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公    示 

 

「災害時における災害応急対策業務に関する協定（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工事、

通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）」の申請について 

標記について、協定締結に参加希望される方は下記により申請書類を提出して下さい。 

 

令和２年１２月１日 

 

                                              国土交通省 関東地方整備局 

                        国営昭和記念公園事務所長 

                             片 山 壮 二 

 

記 

１．協定の目的 

この協定は、国土交通省関東地方整備局国営昭和記念公園事務所（以下「当事務所」とい

う。）が管理または工事中の施設等に関して、地震・大雨・大雪等の自然現象及び予測でき

ない災害等の発生または発生の恐れがある場合において災害応急対策業務を実施するにあ

たり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労力について、当事務所と本協定締結企業

がその確保及び動員の方法を定め、もって被害の拡大防止と被災施設の早期復旧に資するこ

とを目的とする。 

 

２．協定内容 

（１）協 定 書   別冊のとおり 

（２）協定範囲     国営武蔵丘陵森林公園（別紙－１参照） 

（３）協定内容     本協定で想定している災害応急対策に関する作業は、電気設備工事、 

          通信設備工事、受変電設備工事又は機械設備工事に関する応急対策

等を想定している。 

（４）協定区分     電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事 

          （なお、協定区分ごと及びすべての協定区分に申請することも可とす

る） 

（５）協定期間   令和３年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

３．申請者の条件 

次に掲げる条件を全て満足する者とする。 

（１）予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号)第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。 

（２）関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）令和３・４年度一般競争（指名競争）参

加資格業者のうち定期受付において電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事

又は機械設備工事に申請を行い受理されている者で、令和３年４月１日に認定がな

される者であること（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続

開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、関東

地方整備局長（以下「局長」という。）が別に定める手続きに基づく一般競争（指

名競争）参加資格の再認定を受けていること。）。 
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    又は、令和 01・02・03年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の

提供等」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格を有

する者であること。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき、更正手続開始の申し立てがな

されている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始

の申し立てがなされている者でないこと。 

（４）協定参加申請書の提出期限の日から協定締結までの期間に、関東地方整備局長から

工事請負契約に係る指名停止等措置要領（昭和５９年３月２９日付建設省厚第９１

号）に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 

又は、令和 01・02・03年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の

提供等」の場合は、協定参加申請書の提出期限の日から協定締結までの期間に、関

東地方整備局長から指名停止を受けていないこと。 

（５）関東地方整備局管内において、建設業法に基づく本社・本店又は支店・営業所を有

すること。 

    又は、令和 01・02・03年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の

提供等」の場合は、関東地方整備局管内に本社、支店又は営業所の営業拠点を有す

ること。 

（６）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるもの

として、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している者で

ないこと。 

（７）災害協定に基づき施工業者等と請負契約を取り交わす時点において、指名停止等の

措置要領に基づく指名停止等を受けていなく、施工業者等が法定外労働災害補償制

度に加入していること。また、当該法定外労働災害補償制度は、元請・下請を問わ

ず補償できる保険であること。 

なお、法定外労働災害補償制度には工事現場単位で随時加入する方式と直前１年

間の完成工事高により掛金を算出し保険期間内の工事を保険対象とする方法がある

が、いずれの方式でもよい。 

（８）平成１７年４月１日以降に、関東地方整備局管内で元請けとして完成・引渡しが完

了した電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事又は機械設備工事のいずれか

で、受注金額が５００万円以上の施工実績を有すること。（共同企業体構成員とし

ての施工実績は、出資比率が２０％以上の工事に限る。） 

      又は、平成１７年度以降に関東地方整備局管内の元請けとして別紙－１に示す設

備に関する保守業務等を完了し、その履行実績等（受注金額が３００万円以上）を

有すること。 

      なお、保守業務等とは以下のとおりする。 

     ・保守業務又は点検業務の履行実績（再委託受注によるものは含まない。） 

     ・製造又は購入の納入実績（再委託契約によるものは含まないものとし、据付・調

整を含むものに限る。） 

 

４．申請資料の作成及び提出に関する事項 

（１）提出様式は下記のとおりとする。 

・申請書（様式－１（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機

械設備工事）） 

・調査票（様式－２～様式－５（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設

備工事、機械設備工事）） 
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※調査票は令和２年１２月１日現在で作成すること。 

 

（２）申請における審査基準 

 下記における評価項目についてそれぞれ評価を行う。 

評価項目 審査基準 欠格要件 

協定に基づく出動要請を行った

場合の技術者（現場責任者）の可

否 

（様式－２（武蔵・電気設備工事

、通信設備工事、受変電設備工事

、機械設備工事）） 

出動要請時に派遣できる技術者（現場責任者）

について、下記資格等を１つ以上有している技

術者を記載する。（複数の申請可） 

【電気設備・通信設備・受変電設備】 

・技術士 

 （電気電子部門、建設部門又は総合技術監理

部門（選択科目を「電気電子」又は「建設」

とするものに限る））。  

・１級又は２級電気工事施工管理技士 

・１級又は２級電気通信工事施工管理技士 

・建設業法第7条第2号イ、ロ、ハで定める者 

 （イについては電気工学又は電気通信工学に

関する学科を修めた者。）  

・その他、上記資格と同等程度の電気及び通信

分野における資格を有し発注者が認めた者 

【機械設備】 

・国営武蔵丘陵森林公園の主な機械設備は下記

のとおりである。下記の主な機械設備に関す

る点検整備業務、新設工事又は修繕工事の従

事経験を有する技術者を記載する。 

・主な機械設備 

発電設備（100KVA程度） 

・その他、上記資格と同等程度の機械分野にお

ける資格を有し発注者が認めた者 

 

資格等の保有

者がいない場

合 

協定に基づく出動要請を行った

場合の作業員の可否 

（様式－２（武蔵・電気設備工事

、通信設備工事、受変電設備工事

、機械設備工事）） 

①出動要請時において動員可能な作業員の人員

を記載する。 

②人員は自社、協力会社に所属または手配する

ことが出来る人数とし、協定期間中継続的に

確保できるもので災害時に早急に国営武蔵丘

陵森林公園の災害応急対策業務に対応できる

人数を記載する。※１ 

 

出動可能な

作業員を確

保できない

場合 

過去の関東地方整備局管内工事

で元請として施工した実績 

又は、過去の関東地方整備局管内

の元請としての履行実績又は納

入実績 

①平成１７年４月１日以降に、関東地方整備局

管内で元請けとして完成・引渡しが完了した

電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工

事又は機械設備工事の施工実績(５００万円以

上)のうち代表的なものを１件記載する。 

施工実績が無

い場合 

又は 

履行実績又は

納入実績が確
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（様式－３（武蔵・電気設備工事

、通信設備工事、受変電設備工事

、機械設備工事）） 

   なお、可能な限り国土交通省発注工事(成績

６０点未満のものを除く)から選定する。 

共同企業体構成員としての施工実績は、出

資比率が２０％以上の工事に限る。 

②工事名、発注機関名、施工場所、契約金額、

工期の他、工事概要を記載する。 

③施工実績として記載した工事に係る契約書の

写しを提出する。(工事名、契約金額、工期

、発注者、請負者の確認できる部分のみでよ

い。)ただし、財団法人日本建設情報総合セ

ンターの「工事実績情報サービス(CORINS)」

に登録されている場合は、提出する必要はな

い。この場合、記載する工事のCORINSの写し

を提出する。 

又は 

①平成１７年度以降に別表（武蔵・設備一覧）

の設備名に示す設備の保守業務等を完了し、

その履行実績（３００万円以上）のうち代表

的なものを１件記載する。 

 なお、保守業務等とは以下のとおりする。 

 ・保守業務又は点検業務の履行実績（再委託

受注によるものは含まない。） 

 ・製造又は購入の納入実績（再委託契約によ

るものは含まないものとし、据付・調整を

含むものに限る。） 

なお、可能な限り国土交通省の発注案件から

選定する。 

②業務名又は件名、発注機関名、履行場所、契

約金額、履行期限の他、受注概要を記載する

。 

 ※様式－３の工事名は業務名又は件名、施工

場所は履行場所、工期は履行期間及び工事概

要は受注概要と読み替えるものとする。 

③履行実績として記載した保守業務等に係る契

約書の写しを提出する。(工事名、契約金額

、工期、発注者、受注者の確認できる部分の

みでよい。) 

ただし、製造又は購入の納入実績とする場合

は、据付・調整を実施したことが確認できる

資料も添付する。 

認できない場

合 
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過去２年間の工事成績評定点の

平均点 

関東地方整備局(港湾空港関係を除く。)発注工

事の平成３０年４月１日から令和２年３月３１

日までに完成した工事の工事成績評定点の平均

点。 

ただし、令和 01・02・03年度国土交通省競争参

加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の

履行実績又は納入実績とする場合は、対象外と

する。 

 

６０点未満 

他機関との協定又は契約の締結

状況 

（様式－４（武蔵・電気設備工事

、通信設備工事、受変電設備工事

、機械設備工事）） 

①行政機関との間において、当事務所と同様も

しくは類似する災害協定又は契約の締結状況

を記載する。 

②締結している場合は、協定又は契約別、 

名称、機関名、有効期間を記載する。 

なお、複数締結している場合は、全てを記

載する。 

   （記載した協定書又は契約書の写しを添付す

る。） 

③災害要請が重なった場合、国営武蔵丘陵森林

公園の災害応急対策業務に協力するための体

制を記載するものとする。 

 

この項目は評

価対象としな

い。 

（参考資料と

させて頂きま

す） 

業務対応できる設備 

（様式－５（武蔵・電気設備工事

、通信設備工事、受変電設備工事

、機械設備工事）） 

 

様式で示す電気設備、通信設備、受変電設備、機

械設備で業務対応できる設備を記載する。 

 

業務対応でき

る設備が無い

場合 

※１ 作業員の配備に関して、協力会社の作業員については、協力会社の了解を得た旨の証明書

（書式自由・了解印必須）を添付する。 

 

（３）申請書類の提出 

１）担当部局 

〒190-8558   東京都立川市緑町３１７３ 

国土交通省関東地方整備局 国営昭和記念公園事務所 調査設計課 本橋 

ＴＥＬ ０４２－５２４－１０８９ 

E-mail motohashi-h8310@mlit.go.jp 

２）申請書類等の交付 

国営昭和記念公園事務所のホームページにて交付する。交付期間は令和３年２月 

２日（火）までとする。 

ホームページアドレス：http://www.ktr.mlit.go.jp/showa/ 

上記交付方法による入手ができない場合は、記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）を１）に持参

することにより電子データを交付するので、事前に上記１）担当部局にその旨連絡
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し、１）担当部局に記録媒体を持参すること。 

受付期間は令和３年２月２日（火）までの土曜日、日曜日、祝日及び閉庁日を除く

毎日８時３０分～１７時１５分までとする。 

３）申請書及び資料の提出方法、受付期間及び受付場所 

申請書類は下記の受付期間内に受付場所へ持参又は郵送（書留に限る。必着のこ

と。）するものとし、ＦＡＸ及び電子メールによるものは受け付けない。 

①受付期間 

令和２年１２月１日（火）から令和３年２月２日（火）までの土曜日、日曜日、

祝日及び閉庁日を除く８時３０分から１７時１５分とする。 

②受付場所 

４．（３）１）担当部局に同じ 

③提出部数 

１部（Ａ４サイズ） 

 

５．申請書作成等に対する質問 

申請書の作成等に対する質問は、以下のとおりとする。 

（１）提出方法 

書面を持参又は郵送により提出すること。ＦＡＸ、電子メールでも可。 

（２）受付期間 

令和２年１２月１日（火）から令和３年１月１５日（金）までの土曜日、日曜日、

祝日及び閉庁日を除く毎日８時３０分から１７時１５分まで 

（３）提出場所 

上記４．（３）１）担当部局に同じ 

（４）質問に対する回答書は、次のとおり閲覧を行う。 

①期間：回答を令和３年１月２２日（金）までに作成後、令和３年２月２日（火）

までの土曜日、日曜日、祝日及び閉庁日を除く毎日８時３０分から１７時

１５分まで閲覧する。 

②閲覧場所：国営昭和記念公園事務所 ２F 閲覧場所 

 

６．選定結果の通知 

申請書を審査の上、「災害時における災害応急対策業務に関する協定（国営武蔵丘陵森林

公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）」の選定結果を

申請者に書面にて通知するとともに、国営昭和記念公園事務所の掲示板（１F）に掲示する。 

なお、通知は令和３年２月１９日（金）を予定している。 

 

７．締結できない者に対する理由の説明 

災害協定を締結できない者は、国営昭和記念公園事務所長に対して締結できない理由に

ついて、以下に従い書面（自由様式）により説明を求めることができる。なお、持参又は

郵送（書留に限る。必着のこと。）するものとし、ＦＡＸ及び電子メールによるものは受

け付けない。 

（１）提出期限 

令和３年２月１９日（金）から令和３年２月２６日（金）までの土曜日、日曜日、

祝日及び閉庁日を除く８時３０分から１７時１５分までとする。 

（２）提出場所 

４．（３）１）担当部局と同じ。 
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（３）回答期限及び方法 

令和３年３月５日（金）までに書面により回答する。 

 

８．災害協定の締結 

選定結果の通知において、災害協定を締結できる者として通知された者は、以下に従い

「災害時における災害応急対策業務に関する協定書（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工

事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）」を２部作成し提出すること。作

成については、別紙－２「協定書の作成について」を参照すること。 

なお、持参、郵送又は託送（郵送又は託送は、書留郵便等記録が残るものに限る。）によ

るものとし、ＦＡＸ、電子メールによるものは受付けない。 

（１）提出期限 

令和３年２月１９日（金）から令和３年３月１２日（金）までの土曜日、日曜日、

祝日及び閉庁日を除く毎日８時３０分から１７時１５分までとする。 

 

（２）提出場所 

４．（３）１）担当部局に同じ 

（３）協定書の返却期限 

令和３年３月２６日（金）までに１部返却する。 

 

９．その他 

（１）申請資料の作成及び提出に要する費用は提出者の負担とし、提出された申請資料は、

協定申請審査以外の目的で無断使用しない。 

（２）提出された申請資料は、返却しない。 

（３）災害協定締結後の連絡先及び調査に協力すること。 

本協定締結後、所定の書式により緊急時、平常時の連絡先及び建設機械、資材、技

術者・作業員数等の状況を調査致します。調査内容、時期は以下のとおり。 

①調査内容 

・緊急時、平常時の担当者連絡先 

担当者の氏名、所属部署、役職、会社の直通電話、会社で使用している電子メ

ールアドレス、保有している携帯電話の番号及びメールアドレス 

・技術者・作業員の人数及び建設機械等の台数、保有している資材調査 

協定に基づく出動可能な技術者の人数及び作業員の人数、建設機械・資材等

の数量及び保管場所 

・他機関との協定状況 

他機関との災害時における協定又は契約の締結状況 

②調査時期 

・毎年４月期に依頼する。 

③提出先 

４．（３）１）担当部局と同じ。 

④提出方法 

・電子メール、郵送、又は持参による。 

・土曜日、日曜日、祝日及び閉庁日を除く８時３０分から１７時１５分までとす

る。 

（４）協定締結会社は、「総合評価落札方式」における技術評価点の「地域貢献度」で評

価（加点）される。 
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（５）本申請の参加資格は、上記３．（２）に揚げる一般競争参加資格の申請を行い受理

されている者で、令和３年４月１日に認定がなされる者であることが条件となり、

令和３年４月１日に一般競争参加資格の認定がなされない場合は、申請に参加する

資格を有しない者のした申請に該当し、申請は無効とする。 

 



様式－１（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）

国土交通省関東地方整備局

国営昭和記念公園事務所長　様

住 所 〒○○○-○○○○

○○県○○市○○町○○番

代 表 者 ○○建設株式会社

代表取締役社長

○○　○○

（問い合わせ先）

担 当 者 ： ○○　　○○

部 署 ： ○○本店○○部○○課

電話番号 ： （代）○○-○○○-○○○○（内○○○）

（本社・本店又は支店・営業所）

住　　　 所 ： ○○県○○市○○町○○番

名　　 　称 ： ○○支店

電話番号 ： （代）○○-○○○-○○○○

印

令和　　年　　月　　日

協定参加申請書

　なお、問い合わせ先及び関東地方整備局管内の本社・本店又は支店・営業所は下記のとおりです。

　令和２年１２月１日付けで公示のありました「災害時における災害応急対策業務に関する協定（国営武蔵丘
陵森林公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）」に参加したく申請書を提出し
ます。
　なお、予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号)第70条の規定に該当する者でないこと並びに参加申請
書の内容については事実と相違ないことを誓約します。



様式－２（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事） 令和２年１2月１日現在

※ 申請区分について、○をつける。なお、複数又は全部に申請可。

　申請区分の派遣可能技術者の人数又は従事経験を記入して下さい。

[電気設備・通信設備・受変電設備]

人

人

人

人

人

人

人

人

３．協定に基づく出動要請を行った場合の派遣可能作業員の可否

　申請区分の派遣可能な作業員の人数を記入して下さい。

[電気設備・通信設備・受変電設備・機械設備]

人 人 人 人

人 人 人 人

機械設備受変電設備

※　施工実績は、最新のものを記載し、ＣＯＲＩＮＳの写しを添付すること。
　ただし、ＣＯＲＩＮＳでの記載内容で実績が不明な場合については、工事の施工内容がわかるもの
　（仕様書等）を添付すること。
　上表に記載しきれない場合は、適宜挿入のこと。

○○○○工事（業務）　（0000-00000）

※ 会社に所属する派遣可能技術者の全ての人数を記載し、同一人物が複数の資格を所有している
　場合は、記載されている資格のいずれか１つを記載すること。

自　社

派遣技術者名 施工件名（CORINS番号） 工期

H00.00.00～H00.00.00

電気設備 通信設備

派遣可能作業員の人数
協力会社

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

技術士

その他発注者が認めた者

２級電気通信工事施工管理技士

１級電気通信工事施工管理技士

災害時における災害応急対策業務（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設
備工事、機械設備工事）に関する調査票

会社名：○○会社(株)　

２．協定に基づく出動要請を行った場合の派遣可能技術者の可否

建築業法第7条第2号イ、ロ、ハで定める者 イは、公示４．（２）のとおり

○○○○

合計

【機械設備】　発電設備（100KVA程度）の従事経験者　（赤字の記入例を消去して黒字で記載する。）

○○ ○○

１．災害時における災害応急対策業務に関する協定における申請区分

電気設備 通信設備 受変電設備 機械設備

※　協力会社の作業員については、協力会社の了解を得た旨の証明書（書式自由・了解印必須）を添付するこ
と。

人数

発注機関

所有資格 備　考

部門は、公示４．（２）のとおり



様式－３（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事） 令和２年１2月１日現在

●工事の施工実績を下表へ記載すること。（赤字の記入例を消去して黒字で記載する。）

工事名 ○○○○○○工事 ＣＯＲＩＮＳ登録番号

発注機関名 国土交通省　関東地方整備局　○○事務所　等

施工場所 ○○県○○市○○町地先～○○県○○市○○町地先

契約金額 ○○○，○○○，○○○円

工期 平成○年○月○日～平成○年○月○日

受注形態等 単体　　／　　○○・○○ＪＶ（出資比率○○％）

分野 電気設備、通信設備、受変電設備、機械設備

工事内容

・照明灯設備設置、修繕　１式

・道路排水設備設置、修繕　　１式

・共同溝附帯設備設置、修繕　　１式

・道路情報設備設置、修繕　１式

・発電設備設置、修繕　１式

施工条件 夜間施工、○○○と近接施工（離隔○ｍ）　等

※　  施工実績として記載した工事に係る契約書の写しを提出する。（工事名、契約金額、工期、発注者、請負
者の確認できる部分のみでよい。）。ただし、財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス
(CORINS)」に登録されている場合は、提出する必要はない。この場合、記載する工事のＣＯＲＩＮＳの写しを提出
する。

会社名：○○会社(株)　

工
事
名
称
等

工
事
概
要

※　申請する分野ごとに表を作成する。

平成１７年度以降の関東地方整備局管内における工事で元請として施工実績　又は、
平成１７年度以降の関東地方整備局管内における元請として履行実績又は納入実績



様式－４（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事） 令和２年１2月１日現在

他機関との災害応急対策に関する協定又は契約の締結状況

会社名：○○会社(株)　

●他機関との協定または契約を締結している場合は下表に記載すること。（赤字の記入例を消去して黒字で記載する。）

番号 名　　　　　　称 締結機関名 有効期間 備考

○ 協定

契約

協定

契約

協定

契約

協定

契約

協定

契約

協定

契約

※　実績として記載した協定書または契約書の写しを提出すること。

※　上表の協定・契約の別欄は、該当項目に「○」を記載すること。　

※　地元建設業組合等の団体名義で、協定を締結している場合には、

　　 締結機関名に団体等の協定相手、備考欄に組合等の名称を記載すること。

　　 また団体等への加入を証明できる資料を提出すること。

※　上表に記載しきれない場合は、適宜挿入のこと。

●災害要請が重なった場合の国営昭和記念公園事務所に協力するための体制を記載する。　

   （上記で他機関等で協定又は契約を締結している場合に記載する。）

　

　複数の協定を締結している場合、複数のグループで個別に対応する等、

  国営昭和記念公園事務所（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）の協定に
対する体制を記載すること。

協定・契約
の別

記載
例

○○○災害協定 ○○県
平成○年○月○日～

令和○年○月○日まで
○○町建設業組合として



様式－５（武蔵・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事） 令和２年１2月１日現在

会社名：○○会社(株)　

●業務対応できる設備状況を下表に「○」と対応可能設備No.等を記載すること。（赤字の記入例を消去して黒字で記載する。）

番号 設備区分 設備名 対応可
部分的
対応可

不可 対応可能設備No. 備考

1 電気機械設備
受変電設備　高圧設備
予備発電設備　等

○ 武蔵-01～24
武蔵-01,02,13,18,20,22,23の
予備発電設備は対応不可

2 自動電話交換設備 自動電話交換設備 ○

3 超短波無線電話設備 超短波無線電話設備 ○ 武蔵-26

4 放送設備 放送設備 ○ 武蔵-27

5 CCTV設備 CCTV設備 ○ 武蔵-28

6 ネットワーク設備
光ファイバネットワーク設
備　等

○ 武蔵-29

記入欄

　　　【凡例】　・対応可　　　　　 ：　損傷した設備の状態把握、応急復旧を行える。
　　　　　　　　 ・部分的対応可　：　損傷した設備の状態把握が行える。
　　　　　　　　 ・対応不可　　　　：　対応不可
                 ・対象設備No.　　：　「対応可」「部分的対応可」の場合は、対象設備一覧「別表（武蔵・設備一覧）」より対応可能設備Noを記載。
　　　　　　　　 ・備考　　　　　　　：　特記事項があれば記載（部分的に対応不可となる設備等）

業務対応できる設備状況



１．電気機械設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

南口受変電設備 受変電設備（3φ6.6kV） 引込盤 １面

受電盤 １面

き電１・２盤 １面

動力変圧器盤 １面

電灯変圧器盤 １面

コンデンサ盤 １面

動力変圧器(75kVA) １台

電灯変圧器(60kVA) １台

高圧交流ガス開閉器 １箇所

ＶＣＢ(600A) ３台

ＦＬＢＳ(200A) ２個

ＶＳ(200A) ２個

進相用コンデンサ(15kVar) ４個

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　20kVA １台

（南口管理棟） 電源切替盤 １面

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　80kVA １台

（南口休憩所） 電源切替変圧器盤　30kVA １面

西口受変電設備 受変電設備（3φ6.6kV） 引込盤 １面

受電盤 １面

コンデンサ１盤 １面

コンデンサ２盤 １面

照明変圧器盤 １面

き電１，２盤 １面

き電３，４盤 １面

電灯変圧器(10kVA) １台

高圧交流ガス開閉器 １箇所

ＶＣＢ(600A) ５台

ＶＳ(200A) ３個

進相用コンデンサ(15kVar) ４個

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　100kVA １台

（西口管理棟） 電源切替変圧器盤　30kVA １面

№１配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（30/20kVA） １台

ＶＳ(200A） １個

ＦＬＢＳ（200A) １個

№２配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（75/30kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№３配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（75/30kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№４配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

　（南口受電） 動力変圧器（75kVA　三相） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A) １個

№５配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（30/20kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

進相用コンデンサ（15kVar） １個

№６配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（30/20kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№７配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（南口受電） 灯動共用変圧器（30/20kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

進相用コンデンサ（15kVar） １個

№８配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 灯動共用変圧器（100/50kVA）１台

ＦＬＢＳ（200A） １個

№９配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 灯動共用変圧器（50/20kVA） １台

別表（武蔵・設備一覧）

武蔵-11 ○ ○

武蔵-10 ○ ○

武蔵-09 ○ ○

武蔵-08 ○ ○

武蔵-07 ○ ○

武蔵-06 ○ ○

武蔵-05 ○ ○

○○

武蔵-04 ○ ○

○○

武蔵-03 ○ ○

武蔵-02

武蔵-01

災　害　時　協　定（国営武蔵丘陵森林公園）　の　対　象　設　備　一　覧　表

設置箇所名 設備名 装置名
想定される工事種別

○○

○ ○

○○



１．電気機械設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

別表（武蔵・設備一覧）

災　害　時　協　定（国営武蔵丘陵森林公園）　の　対　象　設　備　一　覧　表

設置箇所名 設備名 装置名
想定される工事種別

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№１０配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 灯動共用変圧器（100/50kVA）１台

ＦＬＢＳ（200A） １個

武蔵-12 ○ ○

武蔵-11 ○ ○



１．電気機械設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

別表（武蔵・設備一覧）

災　害　時　協　定（国営武蔵丘陵森林公園）　の　対　象　設　備　一　覧　表

設置箇所名 設備名 装置名
想定される工事種別

№１１配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 灯動共用変圧器（100/100kVA）１台

ＶＳ（200A）

ＦＬＢＳ（200A） １個

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　８０kVA １台

（植物園管理棟） 電源切替変圧器盤　50kVA １面

№１２配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 　　　　１台灯動共用変圧器（30/20kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

高圧分岐盤　　１面 １個

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№１３配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 　　　　１台電灯変圧器（１０ｋVA） １台

ＶＳ（200A） ２個

ＦＬＢＳ（200A） １個

№１４配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　１面 １面

　（西口受電） 電灯変圧器（10kVA） １台

ＦＬＢＳ（200A） ２個

動力変圧器（３０ｋVA） １台

№１５配電塔 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤　　２面

　（南口受電） 電灯変圧器（100kVA） １台

ＶＳ（200A） １個

ＦＬＢＳ（200A） １個

低圧電灯盤 １個

№１６配電塔 高圧設備
受電盤　　１面 １面

動力盤　　１面 １面

　（西口受電） 電灯盤　　１面 １面

動力変圧器(100kVA) １台

電灯変圧器(30kVA) １台

進相用コンデンサ(10kVar) １個

ＶＣＢ(400A) １台

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　80kVA １台

（北口管理棟） 電源切替変圧器盤　30kVA １面

ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 高圧設備 高圧屋外自立閉鎖型配電盤 １面

配電塔 灯動共用変圧器(130/20kVA) １台

　(西口受電) ＦＬＢＳ（200A） １面

資料館配電塔 高圧設備 高圧受電盤　　１面 １面

　(西口受電) 電灯盤　　１面 １面

動力盤　　１面 １面

動力変圧器(75kVA) １台

電灯変圧器(50kVA) １台

進相用コンデンサ(30kVar) １個

ＶＣＢ(400A) １台

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　８０kVA １台

（資料館） 電源切替変圧器盤　50kVA １面

中央管理棟向け配電塔 高圧設備 き電盤　１面

　(西口受電) ＶＣＢ(600A) １台

中央管理棟内配電塔 高圧設備 計器盤 １面

　(西口受電) 受電盤 １面

電灯盤 １面

電灯－ＭＣＣＢ盤 １面

動力盤 １面

動力－ＭＣＣＢ盤 １面

電灯変圧器(100kVA) １台

動力変圧器(50kVA) １台

ＦＬＢＳ(200A) １個

予備発電設備(3φ200V) 予備発電設備　可搬型　80kVA １台

（中央口管理棟） 電源切替変圧器盤　30kVA １面

園内各所 照明設備 ○
簡易型発電設備 簡易型予備発電設備　3kVA ６台

1φ100V 簡易型予備発電設備　1kVA １台

発電機室 予備発電設備 1φ3W210/105V

50Hz 75kVA

○

武蔵-24 ○○

○○

武蔵-23
○

○

武蔵-22
○ ○

武蔵-20
○ ○

○○

武蔵-21 ○

武蔵-19 ○ ○

武蔵-18
○ ○

○○

武蔵-17 ○ ○

武蔵-16 ○ ○

武蔵-15 ○ ○

武蔵-14 ○ ○

武蔵-13
○ ○

○○



2．自動電話交換設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

公園出張所および 自動電話交換設備 ＩＰ電話交換装置 ローカルバックアップサーバ 台 1
園内各所 保守コンソール 台 1

L2-SW
（ OA室×2、OA室タイプB、執務室、南
口駐車場、南口休憩所売店、南口券売
所、運動広場売店、展望レストラン、西
サイクリングセンター、水遊び場売店、
西口管理棟、中央口管理棟、中央レスト
ラン、渓流広場売店、ドックラン売店、北
口配電塔、北口管理棟、都市緑化植物
園管理棟、彫刻広場売店、資料館 ）

台 21

ＶｏＩＰゲートウェイ装置
（ OA室×8、南口休憩所売店、展望レス
トラン×3、中央レストラン×3、渓流広場
売店×2、北口配電塔、都市緑化植物園
管理棟×3 ）、中央口管理棟

台 22

ＰｏＥ給電アダプタ
（ 食堂、南サイクリングセンター、西サイ
クリングセンター、西口駐車場、北サイク
リングセンター、都市緑化植物園売店 ）

台 6

無停電電源装置（５ｋＶＡ　１０分） 台 1
無停電電源装置（１５００ＶＡ　１０分） 台 4
無停電電源装置（７５０ＶＡ　１０分） 台 1

3．超短波無線電話設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

公園出張所 超短波無線電話設備 超短波無線電話装置 150MHZ帯　基地局 基 1
超短波無線電話装置 150MHZ帯　携帯型 台 5

4．放送設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

公園出張所 放送設備 中央放送装置 台 1
園内各所 放送設備 ローカル放送装置 スピーカ含む 台 9

5．ＣＣＴＶ設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

公園出張所 CCTV装置 CCTV制御装置 架 1
画像蓄積サーバ 台 1
映像回覧装置 2F執務室、1F管理センター、利用サービス室 台 3

光ファイバネットワーク関連設L3-SW 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1

CCTV装置 CCTV装置 屋外カメラ 台 1
光ファイバネットワーク関連設備 L2-SW 台 1

冒険コース北 CCTV装置 CCTV装置 屋外カメラ 台 1

冒険コース南 CCTV装置 CCTV装置 屋外カメラ 台 1

CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1
CCTV装置 屋外カメラ 台 1
画像エンコーダ 台 1

光ファイバネットワーク関連設備 L2-SW VoIP収容架内 台 1
CCTV装置 映像回覧装置 研修室 台 1

制御操作PC 研修室 台 1

6．ネットワーク設備

No. 電気 通信 受変電 機械
設備 設備 設備 設備

武蔵-29 公園出張所 光ファイバネットワーク関連設 L3-SW 基幹L3-SW 台 1 ○

数量

数量

災　害　時　協　定（国営武蔵丘陵森林公園）の　対　象　設　備　一　覧　表

規格 単位 数量

○

設置箇所名 設備名 装置名

西口駐車場南 CCTV装置

西口駐車場北 CCTV装置

都市緑化植物園管理棟

南口駐車場 CCTV装置

運動広場 CCTV装置

中央口・中央第一駐車場 CCTV装置

渓流広場

ドッグラン CCTV装置

水遊び場

西口ひろば（ヘリ） CCTV装置

武蔵-27

CCTV装置

○

設置箇所名 設備名 装置名 規格 単位 数量

武蔵-28

北口・北駐車場 CCTV装置

設置箇所名 設備名 装置名 規格 単位

武蔵-26 ○

設置箇所名 設備名 装置名 規格 単位

武蔵-25 ○

設置箇所名 設備名 装置名 規格 単位 数量

別表（武蔵・設備一覧）

想定される工事種別

想定される工事種別

想定される工事種別

想定される工事種別

想定される工事種別



災害時における災害応急対策業務に関する協定書 

（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備

工事、機械設備工事） 

 

 

国土交通省関東地方整備局国営昭和記念公園事務所長 片山 壮二(以下「甲」という。)

と、○○○○（株）代表取締役 ○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時における国営

昭和記念公園事務所所管施設等の災害応急対策業務（以下「業務」という。）の実施に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 

 

（目的） 

第１条  この協定は、国土交通省関東地方整備局国営昭和記念公園事務所（以下「当事務所」

という。）が管理または工事中の施設等（以下「所管施設」という。）に関して、地

震・大雨・大雪等の自然現象及び予測できない災害等の発生または発生の恐れがある

場合において業務を実施するにあたり、これに必要な建設機械、資材、技術者及び労

力について、甲、乙がその確保及び動員の方法を定め、もって被害の拡大防止と被災

施設の早期復旧に資することを目的とする。 

 

（協力要請） 

第２条  甲は、所管施設に災害が発生し、または発生の恐れがある場合において必要と認め

るときは、乙に対し、業務の協力を要請することができるものとする。 

２．乙は、甲から協力要請があった場合は、これに協力するものとする。 

 

（業務の実施範囲） 

第３条  業務の実施範囲は、国営武蔵丘陵森林公園（別紙－1）とする。 

２．甲が特に必要として上記で規定する以外の範囲に出動を要請するときは、乙に協議

するものとする。 

 

（業務内容） 

第４条  協定が適用される区分は、電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事又は機械

設備工事に関する応急復旧等とする。 

２．甲が乙に対し要請を行う業務の内容は、以下のとおりである。 

①緊急点検 

所管施設に災害が発生し、または発生が予想される場合における損壊箇所等被

害の把握と報告を行う。なお、業務の実施範囲の主な設備は、以下の通りである。 

・主な設備 

電気機械設備、自動電話交換設備、超短波無線電話設備、放送設備、CCTV

設備、ネットワーク設備その他甲の指示する設備 等 

②緊急措置 

公園利用者等の安全確保を図るため、所管施設に関係する危険箇所にバリケー

ドやロープ等の設置及び注意喚起の措置を周知する案内板や標識等を設置する。 

また、必要に応じて甲が保有する災害対策用建設機械等の運搬及び操作を行う

ものとする。 

別冊 



③応急措置 

被災した所管施設の機能回復に必要な応急復旧作業を実施する。 

④防災訓練 

災害発生時を想定した出動訓練、甲乙間の情報連絡訓練等を行うものとする。

なお、参加に伴う費用負担は乙が行うものとする。 

 

 (建設資機材等の報告、提出） 

第５条  乙は、あらかじめ業務の実施に必要な組織及び稼働可能な建設機械ならびに使用可

能な資材、労力（以下「建設資機材等」という。）の数量等を把握し、書面により甲

へ報告するものとする。 

２．前項の建設資機材等に著しい変動があった場合、または甲の要請があった場合は、

保有状況を速やかに甲へ書面により報告するものとする。 

３．甲は、甲が保有する建設資機材等について、あらかじめ乙に書面により通知するも

のとする。 

 

（建設資機材等の提供） 

第６条  甲及び乙は、それぞれから要請があった場合は、特別な理由がないかぎり、相互に

建設資機材等を提供するものとする。 

 

（業務の出動要請） 

第７条  甲は乙に対し、第２条に基づき業務を出動要請する場合は、以下のとおりとする。 

①甲は乙に対し、第２条に基づき業務の出動要請する場合は、別途指定する書面よ

り行うものとする。ただし、緊急かつやむを得ない状況において電話等にて要請

を行った場合、甲は速やかに書面を作成し、書面の提示が可能となった時点で遅

滞なく乙へこれを提示するものとする。 

②乙は、出動要請を受けた場合は、速やかに現場責任者を定め、甲に氏名・連絡先

を報告するものとする。 

③乙は、災害発生時に甲が連絡体制、人員の確保状況、建設資機材等の確認を実施

した場合、速やかに調査し報告するものとする。 

 

（契約の締結） 

第８条  甲は、第７条に基づき、乙に出動を要請したときは、遅滞なく随意契約を締結する

ものとする。 

ただし、情報連絡訓練等、実働を伴わない軽微な内容の場合を除く。 

なお、乙は随意契約の締結にあたり、法定外労働災害補償制度に加入しているもの

とする。 

 

（甲、乙相互の連絡窓口） 

第９条  乙は、甲との連絡窓口（社内の指示体制を把握し、甲の要請に対し責任ある対応の

出来る者）を定めておくこと。 

２．甲、乙の連絡窓口（氏名、役職、連絡先（平日、休日の電話、メール等））は、甲、

乙間で共有するものとし、本協定以外の目的には使用しないものとする。 

 

（業務の指示） 

第 10条  業務の直接の指示は、当事務所国営武蔵丘陵森林公園出張所長及び当事務所職員等

（以下「職員等」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとする。 

 



 

 

（業務の実施報告） 

第 11条  乙は、第 7条に基づく出動要請を受諾した場合、直ちに出動し業務を実施するもの

とする。 

２．乙の現場責任者は、出動後遅滞なく作業時間・体制及び使用建設資機材等を職員等

に書面により報告するものとする。 

 

（業務の完了） 

第 12条  乙は業務が完了したときは、直ちに職員等へ書面により報告するものとする。 

 

（費用の請求） 

第 13条  乙は業務完了後、当該業務に要した費用を第８条により締結した契約に基づき甲に

請求するものとする。 

 

（費用の支払い） 

第 14条  甲は第８条により締結した契約に基づき請求を受けたときは、内容を精査し第８条

に基づき費用を支払うものとする。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第 15条  業務の実施において、第三者に損害を及ぼした場合、乙がその損害を賠償しなけれ

ばならないものとする。ただし、その損害の内、甲の責に帰すべき事由により生じた

ものについては、甲が負担するものとする。 

２．甲、乙双方の責に帰さない理由により、第三者に損害を及ぼしたとき、または建設

資機材等に損害が生じたときは、乙は、その事実の発生後遅滞なくその状況を書面に

より甲に報告し、その処置について、甲乙協議し定めるものとする。 

 

（有効期限） 

第 16条 この協定の有効期限は、令和３年４月１日から令和５年３月３１日までとする。 

 

（法定外労働災害補償制度への加入） 

第 17条  災害協定に基づき請負契約を取り交わす時点において、乙は法定外労働災害補償制

度に加入していなければならない。この際、当該法定外労働災害補償制度は、元請け

・下請けを問わず補償できる保険であるものとする。 

なお、請負契約の条件となる法定外労働災害補償制度は、工事現場単位で随時加入

する方式、または直前１年間の完成工事高により掛け金を算出し保険期間内の工事を

保険対象とする方式のいずれの方式であってもよいものとする。 

 

（協定の解約） 

第 18条 甲もしくは乙において、協定を継続できない事情等が発生したときは、甲乙協議のう

え協定締結を解約することができる。 

２．乙において取引停止の事実や不当たりの事実や情報、会社更生法・民事再生法の申

請等があった場合、甲は書面による通告を持って本協定を解約することができる。 

 

（その他） 

第 19条  この協定に定めない事項、または疑義を生じた事項については、その都度甲乙双方

が協議して定めるものとする。 



２．第４条④に基づく防災訓練は、総合評価落札方式等の地域への貢献度でいう災害活

動実績には認めないものとする。 

 

この協定の証として本書を２通作成し、甲乙記名捺印の上、各自１通を保有する。 

 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

甲  国土交通省 関東地方整備局 

国営昭和記念公園事務所長 

片 山 壮 二 

 

 

乙  ○○○○（所在地） 

○○○○○ （株） 

代表取締役  ○○ ○○ 



別紙－１　協定範囲

災害時における災害応急対策業務に関する協定（国営武蔵丘陵森林公園・電気設備工事、通信設備工事、受変電設備工事、機械設備工事）の範囲

（赤囲いの範囲）(令和３年４月１日～令和５年３月３１日)



別紙－２ 

 

協定書の作成について 

 

○ 協定書は、Ａ４袋とじとし、白黒で作成してください。 

○ 協定の締結日は空欄としてください。 （事務所長印を押印後、当方で記入します。） 

○ 協定締結者は、申請書に記載した代表者としてください。  

（異動等があった場合は後任者としてください。） 

○ 割り印をしてください。（下図参照。 中間ページに割り印は不要です。） 

○ 協定書の構成は、以下のとおり綴ってください。 

・協定書 

・別紙－１ 協定範囲 

 

 

 【表】                                   【裏】 

   

災害時における災害応急対策業務に関する協定書 

（○○○○） 

  

 ・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

印 

袋とじ 

割印の押印をお

願いします。 

印 

割印の押印をお

願いします。 


